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東京電力の火力電源入札に関する関係局長級会議 

取りまとめ 

平成25年4月25日 

経済産業省・環境省 

 

東京電力株式会社（以下「東京電力」という。）による平成24年度電力卸供給入札では、

石炭火力の落札の可能性がある。石炭火力は安定供給・経済性に資するが環境面に課題があ

ることから、経済産業省及び環境省は、平成25年2月7日に「東京電力の火力電源入札に

関する関係局長級会議」を設置し、電力の安定供給の確保、燃料コストの削減、環境保全に

取り組むための対応について議論を進めてきたところ、以下の合意が得られたので、今般そ

の成果を取りまとめることとする。 

 

１． 東京電力の電力需給の状況及び見通し 

(1) 「総合特別事業計画」（平成24年4月27日 原子力損害賠償支援機構・東京電力。以
下「総特」という。）によれば、総特記載の全ての発電能力の強化を行っても、2021

年（平成33年）の東京電力管内の最大需要時の供給予備率は、需給調整契約の発動も

想定して7.3％。想定しなければ2.8％の水準。 

(2) ただし、総特は、過去の省エネ・再エネの導入実績を基に見通しを立てており、今後
の省エネ・再エネ政策の効果は織り込まれていない。この点は、政策効果等が実現さ

れたことを織り込む国の需要見通しとは性格が異なる。 

(3) 電気事業者は、自らはもとより、需要側を含めた省エネや再エネの導入等に努めるこ
ととしており、国の政策と併せて、今後、その効果が現れてくれば、その実績をベー

スに事業者の需要予測等も見直しが行われる。 

 

２． 今次の入札電源の必要性 

(1) 上記の省エネや再エネの導入等に努めてもなお、安定供給確保のために本入札電源は
必要。安価なベース電源の確保をすることで燃料コスト削減にも効果。 

(2) 再エネ・省エネ推進政策が効果を上げ、需要が減少した場合においては、現在 2021
年度時点においてミドル・ピーク用の老朽電源約１千万ｋＷの一部の廃止等による対

応が見込まれており、入札電源の必要性は変わらない。 
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(3) 震災後失われたベース電源整備に伴う、再エネの導入推進に必要な調整電源の確保に
ついても、過去と比較して東電のミドル・ピーク電源の割合は非常に高いこと等から、

当面、相当規模の調整電源が確保される見込み。加えて、再エネは既に優先給電の対

象となっており、必要があれば再エネのために火力等の出力抑制もなされ得る。今後

とも、状況を見て、必要があれば国としても、東京電力としても更なる対策を検討し

ていく。 

 

３． 電気事業分野における実効性ある地球温暖化対策のあり方 

(1) 国としては、COP19 までに、25％削減目標をゼロベースで見直す。その実現のための
地球温暖化対策計画を策定する。今次入札電源によるＣＯ２排出量の純増分は、目標

検討時に所与のものとはしない。 

(2) エネルギー政策の検討を踏まえた国の地球温暖化対策の計画・目標の策定と併せて、
特に電気事業分野については、環境アセスメントのＣＯ２の扱いの明確化の観点も踏

まえ、上記目標と整合的な形で電力業界全体の実効性のある取組が確保されることが

必要であり、以下を内容とする電力業界全体の枠組の構築を促す。 

① 国の計画と整合的な目標（排出係数を想定）が定められていること 

② 対策を実効あらしめるため、新電力を含む主要事業者が参加すること（環境ア

セスメント対象となる新増設石炭火力から電力調達を予定する電気事業者は確

実に参加することを想定） 

③ 枠組全体の目標達成に向けた責任主体が明確なこと（従前と同様に、需要家に

電力を販売する小売段階に着目することを想定。この場合、小売段階が調達す

る電力を通じて発電段階等での低炭素化が確保される） 

④ 目標達成について参加事業者が全体として明確にコミットしていること（目標

達成の手段として、二国間オフセット・クレジットやCDM の取得など我が国の

優れた発電技術等の国際展開による排出削減等の取組も可能） 

⑤ 新規参入者等に対しても開かれており、かつ事業者の予見可能性の高い枠組と

すること（参加手続を含め、競争制限的・参入抑制的・不公平な枠組としない） 

(3) 京都議定書目標達成計画における電気事業分野での自主的な取組に係る記載も踏まえ
つつ、新たな国の地球温暖化対策計画において、電気事業分野における上記取組の必

要性と、それに沿った自主的枠組みが構築されればそれを位置付け、国においても取

組等のＰＤＣＡを回していく。 
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４． 環境アセスメントにおける二酸化炭素の取扱い 

地球温暖化問題の性格上、全体で管理する枠組により対策の実効性を確保すること

が基本となるが、二酸化炭素排出量が非常に大きい火力発電所の個々の建設に係る環

境アセスメントにおいて、事業者が利用可能な最良の技術（BAT ＝ Best Available 

Technology)の採用等により可能な限り環境負荷低減に努めているかどうか、また、国

の二酸化炭素排出削減の目標・計画と整合性を持っているかどうかについて、今次入

札を含め、下記の観点により必要かつ合理的な範囲で国が審査する。 

（Ⅰ）ＢＡＴ 

(1) 発電設備の導入に当たっては、競争を通じて、常に発電技術の進歩を促し、発電
事業における我が国の技術優位を維持・向上させ、国際競争力の向上と環境貢献

を行うことが重要。 

(2) この考え方に立ち、今後の発電技術の開発動向も勘案して、発電技術を以下の３
つに分類し、事業者がBATの採用を検討する際の参考となるよう、「最新鋭の発電

技術の商用化及び開発状況」（以下「BATの参考表」とする。）を規模や燃料種に応

じて国が整理し、公表する。（今次入札に間に合うよう、まずは暫定版を公表する。

詳細別添） 

(A) 経済性・信頼性において問題なく商用プラントとして既に運転開始をし

ている最新鋭の発電技術 

(B) 商用プラントとして着工済みの発電技術及び商用プラントとしての採用

が決定し環境アセスメント手続に入っている発電技術 

(C) 上記以外の開発・実証段階の発電技術 

(3) 事業者は、竣工に至るスケジュール等も勘案しながら(B)についても採用の可能性
を検討した上で、（A）以上のものとするよう努める。国は、こうした事業者の検

討の内容を確認することにより、審査を行うものとする。 

(4) 一方、(C)については、メーカー等がなお一層の技術開発を進めたり、国が政策支
援を検討したり、信頼性等があると判断した事業者が自主的に採用を判断する参

考情報となるものである。 

(5) なお、国においては、主に(C)段階における新技術の開発や(A)～(B)段階における
導入促進に対して的確に政策支援等を行うことで、新たな技術が着実に実用化・

導入されていくよう努める。 

(6) BATの参考表は、客観性を確保するために、発電設備メーカーや電気事業者等から
のヒアリングを基に、必要に応じ外部有識者等の意見も聴き、策定・更新する。

なお、BATの参考表は、原則として毎年度見直し、必要に応じ随時更新する。 
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(7) 環境アセスメント手続開始時点において、BATが採用されているか否かの判断を行
うことを基本とする。ただし、当該発電設備の設置が入札を伴う場合には、計画

的応札に支障のないよう、入札実施者は契約後遅滞なく環境アセスメントの手続

が行われることを前提として、上記の BAT の考え方を踏まえて、入札要綱等にお

いて技術要件を定めることとし、その時点で BAT が採用されているか否かの判断

を行う。 

 

（Ⅱ）国の目標・計画との整合性 

(1) 中期目標との関係 

少なくとも以下の場合においては、経済産業省令1に照らし、事業者が「国の

目標・計画の達成に努めることを目的として環境保全措置を検討している」と判

断できることから、国の目標・計画との整合性は確保されているものと整理する。 

① ３．の枠組に事業者が参加し、当該枠組の下で二酸化炭素排出削減に取り組
んでいくこととしている場合 

② 上記枠組が構築されるまでの間においては、事業者が、これが構築された後
に遅滞なく参加し、当該枠組の下で計画的に二酸化炭素排出削減の取組を行

うこととしている場合であって、その間は、「当面の地球温暖化対策に関する

方針」（平成２５年３月１５日地球温暖化対策本部決定）において「それぞれ

の取組状況を踏まえ…同等以上の取組を推進すること」が求められているこ

とを踏まえ、事業者（入札を行う場合は入札実施者）が自主的な取組として

天然ガス火力を超過する分に相当する純増分2について海外での削減に係る取

組を行うなどの環境保全措置を講じることとしている場合 

(2) 2050年目標との関係 

(ｱ) 国は、当面は、火力発電設備の一層の高効率化、2020年頃のCCSの商用化を
目指したCCS等の技術開発の加速化を図るとともに、CCS導入の前提となる

貯留適地調査等についても早期に結果が得られるよう取り組む。 

                                                   
1 発電所の設置又は変更の工事の事業に係る環境影響評価の項目並びに当該項目に係る調査、予測及び評価を合

理的に行うための手法を選定するための指針、環境の保全のための措置に関する指針等を定める省令（平成10

年6月12日通商産業省令第54号） 
2 例えば、運転開始時に稼働を代替する自社又は他社の発電所が特定できる場合にはそれとの差に相当する分や、

最新型の天然ガス火力発電所との差に相当する分等が考えられる。なお、稼働の代替は小売段階に着目すること

を想定している。 
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(ｲ) 商用化を前提に、2030 年までに石炭火力に CCS を導入することを検討する。
また、貯留適地の調査や、商用化の目処も考慮しつつCCS Readyにおいて求

める内容の整理を行った上で、出来るだけ早期にCCS Ready3の導入を検討す

る。上記の検討状況については、随時、事業者に対し情報を提供する。 

(ｳ) 2050年までに温室効果ガス排出量80%削減を目指すために、2050年までの稼
働が想定される発電設備については、事業者に対し、二酸化炭素分離回収設

備の実用化に向けた技術開発を含め、今後の革新的な二酸化炭素排出削減対

策についても継続的に検討を進めることを求める。 

 

５． ＣＯ２削減に向けたその他の取組 

(1) 国は、二国間オフセット・クレジットやCDMの取得等に係る枠組みの整理等を進める。 

(2) 国及び電気事業者は、３Ｅの観点から適切な場合には、自らの再エネ導入や、省エネ・
再エネ等需要家側の二酸化炭素排出抑制対策、再エネの導入に必要な調整電源の確保、

最新設備への置き換えなど環境に配慮した高効率な天然ガス火力や石炭火力の導入の

推進、需要見通しの見直しによる需要変動に応じた老朽設備の廃止等、バイオマス混

焼など発電段階での電源の低炭素化等による二酸化炭素の排出低減に引き続き努める。 

(3) 地球温暖化対策の推進に関する法律第21条の規定において、主務大臣（環境大臣、経
済産業大臣及び事業所管大臣）は、事業者が同法上の努力義務を果たす上で講ずべき

措置に関して、その適切かつ有効な実施を図るための必要な指針（排出抑制等指針）

を公表することとされている。エネルギー転換部門における排出抑制等指針について

も、今後策定されるエネルギー基本計画や地球温暖化対策の中期目標・計画を踏まえ、

策定する。 

                                                   
3 具体的なCCS Ready の要件についてはEU 指令も参考にしつつ今後検討する。2009 年６月のEU 指令で
は、30 万kW 以上の火力発電所の新設に係る許認可要件において満たすべきCCS Ready の要件として、①適
切なCO2 貯留地点が存在すること、②CO2 輸送が技術的かつ経済的に可能なこと、③将来のCO2 回収・圧
縮設備の建設が技術的かつ経済的に可能であることについての調査を要求している。調査の結果、技術的かつ経

済的に実行可能である場合には、CO2 回収及び圧縮に必要な施設のためのスペースを確保する必要がある。 


